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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、カンボジア王国関係機関との討議議事録（R/D）に基づき、技術

協力プロジェクト「トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト」を2010年10月から4.5年

間の予定で実施しています。 

このたび、プロジェクトが協力期間の中間地点に至ったことから、プロジェクトの進捗や実績

を確認のうえで目標及び成果達成に向けた貢献・阻害要因を分析すること、評価5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点から日本側・カンボジア王国側双方で総合的に

プロジェクトを評価すること、及び今後の対策について提言を行うことを目的として、2012年10

月7日から10月26日まで中間レビュー調査団を現地に派遣しました。 

現地では、カンボジア王国側の団員と合同評価調査団を形成し、評価結果を合同評価報告書に

取りまとめ、プロジェクト合同調整委員会に提出するとともに、カンボジア王国側の政府関係者

と今後の方向性について協議し、ミニッツ（M/M）に署名を取り交わしました。本報告書は、そ

の結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの実施にあたり広く活用されることを願

うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表

します。 

 

平成24年12月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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プロジェクト現場写真 
  

Pursat州 PDAにおいて Vice Directorからヒアリ
ングしている様子。APPPの活動を高く評価して
いた。 

Ta Pun コミューンのデモ農家からのヒアリン
グ。種子選別技術を学び、播種量を減らせたと
のこと。 

  

専門家は、幼穂形成を確認した後に、2回目の施肥
を行う重要性を指導し、農家は技術指導に従って
いる。 

農家からは、専門家や C/Psの指導の結果、適期の
施肥や適正施肥量が理解できたとの回答が得られ
た。 

  

APPP から建築資材の支援を受け、SGG の農家が
労力を提供して建てられた倉庫。脇には乾燥場も
設置。 

乾期作で生産された優良種子。種子の品質が良い
ため既に販売先が確定しているとのことであっ
た。 



  

APPPのデモ圃場。道路脇にあるため展示効果が高
い。栽培種は政府推奨 10 品種の 1 つである Phka 
Rumduol種。香米として高値で販売される。 

種子販売促進のため APPP によって作成され、道
路脇に掲示されているポスター 

  

APPPから支援（技術指導、種子、肥料）を受けた
種子生産圃場 

バッタンバン州種子 Moung Russei SGGによれば、

高品質な種子を生産しても、市場価格動向を知る

機会が少ないとのこと。（グループへのインタビュー）

  

JCC開催会場の様子（10月 25日） 小林団長とJCCSan Vanty委員長によるミニッツの
署名（10月 25日） 

 



 

 

略語表 
略 語 正式名称 日本語 

AEA Agro-Ecosystem Analysis 農業生態系分析 

APPP Agricultural Productivity Promotion Project in West 

Tonle Sap 

トンレサップ西部地域農業生

産性向上プロジェクト 

BAPEP Battambang Agricultural Productivity Enhancement 

Project 

バッタンバン農業生産性強化

計画 

BRAND Battambang Rural Area Nurture and Development 

Project 

バッタンバン農村地域振興開

発計画 

BRPC Battambang Rice Promotion Committee バッタンバン州コメ生産委員

会 

CARDI Cambodia Agricultural Research and Development 

Institute 

カンボジア農業開発研究所 

CDC Commune Development Committee コミューン開発委員会 

C/P Counterpart カウンターパート 

D&D Decentralisation & Deconcentration 地方分権化 

DAE Department of Agricultural Extension 農林水産省農業普及局 

DAO District Agricultural Office 郡農業事務所 

FAIEX 2 Freshwater Aquaculture Improvement and Extension 

Project in Cambodia Phase 2 

淡水養殖改善・普及プロジェク

ト フェーズ2 

FFD Farmers’ Field Day 農民圃場検討会 

FFS Farmers’ Field School 農民圃場学校（圃場研修） 

FTF Farmer-to-Farmer Extension 農家間普及 

GDA General Directorate of Agriculture 農林水産省農業総局 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

KADC Komping Puoy Agricultural Development Center コンピンプイ農業開発センタ

ー、バッタンバンPDA所管 

L/A Loan Agreement 借款契約 

MAFF Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 農林水産省 

MOWRAM Ministry of Water Resources and Meteorology 水資源気象省 

NCDD National Committee for Sub-National Democratic 

Development 

地方分権・業務分散改革運動委

員会 

PD Project Director プロジェクトダイレクター 

PDA Provincial Department of Agriculture 州農業局 

PDWRAM Provincial Department of Water Resources and 

Meteorology 

州水資源気象局 

PG Pilot Group パイロットグループ 



 

 

PM Project Manager プロジェクトマネジャー 

QCAM Project of Capacity Building for Quality Standard 

Control of Agricultural Materials 

農業資材品質管理能力向上プ

ロジェクト 

RGC Royal Government of Cambodia カンボジア王国政府 

RS Rectangular Strategy for Growth, Employment, Equity, 

and Efficiency Phase 2 

四辺形戦略 

SAW Strategy for Agriculture and Water 農業水資源戦略 

SG Seed Growers 種子生産（採種）農家 

SGG Seed Growers’ Group 種子生産（採種）グループ 

TLAS Toul Lapov Agricultural Station トゥール・ラポウ農業センタ

ー、プルサットPDA所管 

TSC3 The Improvement of Agricultural River Basin 

Management and Development Project 

流域灌漑管理及び開発能力改

善プロジェクト 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェ

クト 

分野：農業開発・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部水田地帯第一課 協力金額（評価時点）：約3億8,000万円 

協力期間： 

（R/D）2010年8月18日署名 

2010年10月1日～2015年3月31日まで

（54カ月） 

先方関係機関： 

農 林 水 産 省 （ Ministry of Agriculture, Forestry and 

Fisheries：MAFF）、3州（Battambang, Pursat and Kampong 

Chhnang provinces）の農業局（Provincial Department of 

Agriculture：PDA） 

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は1人当たりGDPがUSドル912（IMF、2011年）

と周辺国に比べ低く、今なお30％の人口が貧困層に属している（世銀、2007年）。カンボジアの

人口の約60％以上が従事するといわれる農業は、GDPの34.4％を担う重要な位置を占めており

（2008年、MAFF）、安定的な経済発展のためには農業の生産性向上が重要課題となっている。

カンボジア農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries：MAFF）は、コミューン

単位の農業ポテンシャル分析の結果に基づいて地域に適した農業技術を普及させる取り組み

（アグロエコシステム分析：Agro-Ecosystem Analysis：AEA）を全国で進めているが、普及機関

の人員・予算・能力等の不足によりその実施は限られ、AEAに基づく農業普及サービスを受け

ている農家は人口の約1％にすぎない状況にあった。こうしたなか、カンボジア政府からの要請

に基づき、 JICAは技術協力プロジェクト｢バッタンバン農業生産性強化計画（Battambang 

Agricultural Productivity Enhancement Project：BAPEP）｣を2003年4月から2006年3月までMAFFを

カウンターパート（C/P）機関として実施した。BAPEPは農業生産において国内で重要な位置を

占めるバッタンバン州内のコンピンプイ灌漑地区（対象10村、2,850ha）をモデル地区とし、優

良種子生産を核とした営農体系の確立、州農業局の職員による農家への生産技術指導を通じて

対象地区の農業生産性強化に貢献した。 

この成果を踏まえ、2006年11月から2010年3月にかけては技術協力プロジェクト｢バッタンバ

ン農村地域振興開発計画（Battambang Rural Area Nurture and Development Project：BRAND）｣が

実施された。BRANDはバッタンバン州内の4郡4コミューン（23村）まで対象地域を拡大し、農

業普及サービスの充実を図ることを目的として、AEAに基づいた普及計画の策定や普及活動の

実施、民間セクター・農家・行政組織間の連携強化を通じた農産物流通の仕組みづくりに取り

組んだ。BRANDはモデル農家の圃場を利用した農民圃場検討会（Farmers’ Field Day：FFD）の

実施を通じて簡易かつ低コストの稲作技術（種子選別・施肥等）を普及し、農家の収量増加や

播種量減少等の成果を上げたが、普及地域は依然4コミューンにとどまっているうえ、組織間の

連携によって生まれた付加価値の高いコメ（｢BRAND Rice｣）も安定的な生産や販路の確保には

至らなかった。普及能力を十分に有する普及員の数も不足しており、独力での州内全域への普
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及拡大は困難な状況にある。 

このため、カンボジア政府は州内全域（畑作中心の5郡を除く9郡）に技術普及を定着させ面

的に拡大させること、BRAND Riceの流通促進を通じ収入向上に結びつく仕組みを強化すること

を目的に｢トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト（Agricultural Productivity 

Promotion Project in West Tonle Sap：APPP）｣（以下、本プロジェクト）の実施をわが国に対し要

請した。これを受けてJICAは2010年6月に詳細計画策定調査を実施し、2010年10月から2015年3

月まで4年5カ月の予定で本プロジェクトを開始した。現在、長期専門家4名（チーフアドバイザ

ー/普及、営農/種子生産、業務調整/研修/普及、コミュニティ活動/流通改善）を現地に派遣し、

MAFF・バッタンバン州農業局・プルサット州農業局・コンポンチュナン州農業局をC/Pとして

ともに活動を展開している。 

今回の中間レビュー調査は、2015年3月末のプロジェクト終了を控え、現時点でのプロジェク

ト活動の実績や成果を評価及び確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び

今後の類似事業実施にあたっての教訓を導くことを目的とする。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

トンレサップ西部3州の対象地域において農家の生産性及び所得が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標 

トンレサップ西部3州においてプロジェクト活動に参加した農家の生産性及び所得が向

上する。 

 

（3）成果 

成果1：普及員の普及実施能力が向上する。 

成果2：対象コミューンにより営農改善のための活動が促進される。 

成果3：参加農家の農業生産技術が改善される。 

成果4：優良種子の生産/配布が促進される。 

成果5：州政府/民間セクター/農家の協働を通じ、農産物流通が受益農家のために改善さ

れる。 

 

（4）投入（評価時点） 

1）日本側 

専門家派遣： 

長期専門家4名：チーフアドバイザー/普及、営農/種子生産、コミュニティ活動/流通

改善、業務調整/研修/普及 

短期専門家1名：農民組織強化支援 

機材供与： 

普及員向けモーターバイク、プロジェクト車両、農機具等の機材 

ローカルコスト： 

2012年6月30日時点USドル63万7,822相当。また、このほかに種子生産グループ（Seed 
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Growers’ Group：SGGs）に対して、倉庫、乾燥場の建設資材等の購入費として、USド

ル6万3,672相当が提供されている。 

 

2）カンボジア側 

C/P要員： 

C/P 10名配置（内訳：バッタンバン州PDA 5名、プルサット州PDA 2名、コンポンチ

ュナン州PDA 2名、MAFF本省GDA 1名） 

土地、施設等の提供： 

プロジェクト事務所等 

ローカルコスト： 

プロジェクト事務所の光熱費、モーターバイクの登録料等 

 

２．合同評価調査団の概要 

 担当分野 氏 名 所 属 

日本側 総括 小林 健一郎 JICA農村開発部 水田地帯第一課 課長 

協力企画 富松 愛加 JICA農村開発部 水田地帯第一課 

評価分析 土井 弘行 株式会社 生活工房do 

カンボジ

ア側 

総括 Sameng Keomonine Department of Agricultural Extension, MAFF

メンバー Mak Mony Department of Planning and Statistics, MAFF

調査期間 2012年10月7日～ 

10月26日 

調査種類 中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 成果の達成状況 

成果1：C/P及び普及員の能力向上が図られ、普及員22名による研修実施回数は合計451回に

達するまでに至っている。デモ農家は普及員の技術普及に対し満足度は87％までに

達している。 

成果2：対象コミューンの営農改善を図るために必要な地域特性の把握や関係者の分析等の

基礎調査が行われた。 

成果3：農民圃場学校（Farmers’ Field School：FFS）においてデモ農家を拠点とした技術普

及が図られている。2011年は、参加農家の97％が紹介された農業技術のなかで、少

なくとも1種類の技術を利用できるまでに至っている。 

成果4：種子生産グループに対する技術支援等の結果、優良種子の生産と供給が行われるま

でに至っている。 

成果5：種子生産グループのグループ化及び共同販売活動を支援している。また、2012年7

月よりインディカ米流通調査が行われている。 
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３－１－２ プロジェクト目標の達成状況 

中間レビュー時点において、プロジェクト目標に掲げられている指標値（PDM Ver.2, 2012

年1月26日）の達成状況は下記のとおりである。 

指標1との比較結果：デモ農家のインディカ米の単収は、2011年は4.55t/haにまで増加した。

指標2との比較結果：研修に参加した農家のインディカ米の単収は、2011年は2.72t/haであっ

た。 

指標3との比較結果：デモ農家の2011年のインディカ米の総生産量（販売価格換算）はUS

ドル1,237/ha〔USドル1,741/世帯〕であり、一般農家〔USドル696/ha、USドル980/世帯〕

と比較した場合、増加が確認されている。 

指標4との比較結果：研修に参加した農家の2011年のインディカ米の総生産量（販売価格換

算）はUSドル789/ha〔USドル1,111/世帯〕であり、一般農家〔USドル696/ha、USドル980/

世帯〕と比較した場合、増加が確認されている。 

 

３－１－３ 進捗のプロセス 

（1）プロジェクト業務の実施プロセス 

MAFF本省GDA（General Directorate of Agriculture：農業総局）及びバッタンバン州、プ

ルサット州、コンポンチュナン州のPDAにプロジェクトの拠点が設置され、GDAが3州を

統括する構造になっている。日常業務はバッタンバン州のPDAに設置されたプロジェク

ト事務所が牽引役を担っている。 

 

（2）プロジェクト業務における関係者間の意思疎通 

次の取り組みによって関係者間の意思疎通がはかられている。①バッタンバン州の

PDAに設置されたプロジェクト事務所における朝礼会合の実施、②月に1度C/P10名と普

及員23名が一同に会する月例会合の実施、③2012年6月からは2カ月に1度プロジェクト対

象3州のPDA局長によるプロジェクトマネージャー会合の実施。 

 

（3）他のプロジェクトとの連携 

1）流域灌漑管理及び開発能力改善プロジェクト（The Improvement of Agricultural River 

Basin Management and Development Project：TSC3）との連携 

2012年7月から4カ月間、TSC3と連携し、プルサットPDA所管のトゥール・ラポウ農

業センターにおいて、23名の研修員（うち14名がTSC3側のC/P）を対象に技術研修が実

施された。 

 

2）バッタンバン州の洪水被災農家に対する緊急支援 

2011年の洪水によって被災した農家に対し、プロジェクト側はJICA本部からの追加

予算を受け、種子の提供等の緊急支援を実施した。 

 

３－２ 評価結果の要約 

３－２－１ 妥当性 

下記事項を確認したことから、妥当性は高いと判断される。 
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（1）カンボジア国家政策との整合性 

カンボジアの「農業水資源戦略（2010年4月策定）」、「四辺形戦略フェーズ2（2009～2013

年）」、「国家開発戦略（2009～2013年）」、及び「農業セクター開発計画（2009～2013年）」

との整合性が保たれている。 

 

（2）日本政府の政策との整合性 

わが国の対カンボジア「国別支援計画」では、「持続的な経済成長と安定した社会の実

現」という重点分野の援助方針として、「農業・農村開発と農業生産性向上」を掲げてい

る。本プロジェクトは、農業技術（インディカ米栽培）の改善と普及を通じて、主に貧

困農家の増収に寄与することをめざしていることから、わが国の政策と一致していると

判断される。 

 

３－２－２ 有効性 

下記の理由により、有効性は高いことが期待される。 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

本プロジェクトは、農業技術（インディカ米栽培）の改善と普及を通じて、主に貧困

農家の増収に寄与することをめざしている。プロジェクトでは、従前のBRANDプロジェ

クトから引き継がれた技術手法に改良が施され、FFSの運営を通じて普及が行われてい

る。 

本プロジェクトは、行政に多くを依存することなく農業技術が普及されることをめざ

し、農業技術普及手法の1つとして、FFSによる農家間普及（Farmer-to-Farmer Extension：

FTF）の強化を進めている。具体的には、デモ農家への重点指導と普及教材の配布が挙げ

られる。また、優良（保証）種子の生産・普及が行われている。これらの活動によって、

順調に成果が生み出されつつある。 

 

（2）プロジェクト目標に対する各プロジェクト成果との関係 

成果1では、C/P及び普及員の能力強化が図られている。成果2では、プロジェクト対象

地域の特性の把握や関係者分析等の基礎調査が実施されている。成果3では、FFSにおい

てデモ農家を拠点とし、参加農家に対しても実習等が行われており、プロジェクトで紹

介した技術が広がりつつある。成果4では、優良種子の生産と供給が行われている。成果

5では、生産から市場へのつながり、すなわちインディカ米の流通が改善されることをめ

ざしている。以上の成果が達成されることで、プロジェクト目標が達成される道筋にな

っている。 

 

３－２－３ 効率性 

下記の理由により、現時点での効率性は高いと判断される。 

（1）成果の達成状況 

これまでの活動は、順調に進められていると判断でき、プロジェクト終了時までには、

成果の指標値はおおむね満たされると考えられる。 
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（2）投入の状況 

カンボジア政府及びJICAの投入は、専門家派遣、C/P要員の配置、プロジェクト事務所

の供与等、予定どおり実施されている。 

 

３－２－４ インパクト 

現時点での評価は時期尚早であるが、農業大臣が現場を視察し高く評価していること、NGO

等が頻繁に視察に訪れるなど正のインパクトが発現しつつあることを確認することができ

た。 

（1）上位目標達成の見込み 

上位目標の達成は、プロジェクト終了後にカンボジア政府が農業技術普及活動を継続

することにかかっている。上位目標達成の鍵は、FFSによるFTFの拡大、及びSGGによる

継続的な優良種子生産であると考えられる。FFSによる農家間普及は、移植栽培の占める

比率が高いプルサット州とコンポンチュナン州においては、バッタンバン州に比べて、

プロジェクトが普及する技術を取り入れる可能性が高い。また、FFSに参加していない近

隣農家が、健苗の移植技術を取り入れている事例も報告されている。したがって、慣行

農法と比較して播種量や肥料の投入が少なくてすむ技術については、普及する可能性が

あると判断される。 

 

（2）波及効果 

2012年7月に農業大臣はプロジェクトサイトを訪問し、プロジェクトに強い関心を示し

ていたとのことである。加えて、大学生によるプロジェクトサイトの視察も行われてお

り、これらの出来事は、プロジェクト活動推進のための追い風となっている。 

種子生産活動においては、シェムリアップ州のNGOから、技術指導を受けたいとの要

望を受け、SGGを通じた技術指導の準備が進められている。また、HARVESTプロジェク

ト（USAIDのプログラム）がSGGを訪問し、種子生産技術に関する指導を受けるまでに

至っている。 

更には、TSC3プロジェクトとの連携研修を通じて、本プロジェクトの支援対象地域外

のPDA（州農業局）職員へ技術研修が実施されている。こうした流れのなかで、本プロ

ジェクトのインパクトは、各地へ拡大することが期待される。 

 

３－２－５ 持続性 

現時点での評価は時期尚早であるが、2011年8月に借款契約（Loan Agreement：L/A）が調印

された有償資金協力「トンレサップ西部流域灌漑施設改修事業」において、本プロジェクト

で能力が向上したC/Pや普及員が活用されることが期待される等、本プロジェクトの成果が上

位目標達成に貢献していくためのいくつかの手がかりとなりうる点を、今回の調査において

確認することができた。 

（1）政策面 

カンボジアの稲作振興における政策の持続性は高いと考えられる。 
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（2）組織・財務面 

カンボジア政府の財政難や政府機関の脆弱な組織体制をかんがみると、ドナーの支援

終了後の持続性は高くはないことが想定される。そのため、有償資金協力「トンレサッ

プ西部流域灌漑施設改修事業」の活用や他のドナーからの支援を得る等、カンボジア政

府による財源の確保が必要である。 

 

（3）技術面 

プロジェクトで普及している農業技術の内容は、従前のBRANDプロジェクトにより一

定の効果が確認された技術・手法に、農家定着度の向上を期待して改良が加えられたも

のである。普及技術の定着度については、移植栽培が主流のプルサット州やコンポンチ

ュナン州では、プロジェクトが普及している条植えを採用している農家がみられる。他

方、直播が主流のバッタンバン州では、移植栽培技術の導入にとまどう農家がみられる。

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）現地に腰を据えた専門家の活動 

C/Pからのヒアリングによれば、PDAは専門家の活動を高く評価していることが分かっ

た。専門家による理論とFFSにおける実践を交えた技術移転方法はとてもわかりやすいこ

と、FFSは週末に開催される場合も多いとのことであり、専門家が休日を返上して業務を

行っていることに対して敬意を示していることがわかった。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）自然災害の発生 

プロジェクト対象地域は、2011年には甚大な洪水被害をうけ、2012年の播種期には旱

魃にみまわれるなど、自然災害に対しては脆弱な地域である。 

 

３－５ 結 論 

合同評価チームは、プロジェクト活動が順調に行われており、成果が順調に生み出されてい

ることを確認した。妥当性については、プロジェクトはカンボジア政府の各種政策に沿ってい

ること、日本政府の国別援助方針の重点分野と整合がとられていることから、高いと判断され

る。有効性については、FFSが継続して実施されており、プロジェクトの成果発現に大きく寄与

するものと判断できることから、高いことが期待される。効率性については、日本側とカンボ

ジア側の投入が計画に沿って実施されていることから、高いと判断される。 

インパクト及び持続性については、現時点での評価は時期尚早であるが、インパクトについ

ては、正のインパクトが発現しつつある。持続性については、有償資金協力「トンレサップ西

部流域灌漑施設改修事業」にて本プロジェクトの成果教訓が活用され、能力向上したC/Pや普及

員が同円借款プロジェクトで活用されることも期待される等、本プロジェクトの成果が上位目

標達成に貢献していくためのいくつかの手がかりとなりうる点を確認することができた。 
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

３－６－１プロジェクトへの提言 

（1）インディカ米の品質向上が流通改善（成果5）にも資する 

2012年7月より実施しているインディカ米流通調査を通じて、精米業者にとって一定以

上の品質のインディカ米を安定的に出荷できる農家グループのほうが魅力的であること

が判明した。このため、プロジェクトは農家グループに属する各メンバーが一定以上の

品質のインディカ米を生産できるようより注意を払うことで、品質の良いインディカ米

を生産する農家グループに対する精米業者の関心は高まっていくことが予想される。さ

らにプロジェクトはこれら農家グループに精米業者を引き合わせ、良好な関係を構築し

ていくよう支援を行っていくことが望まれる。 

 

（2）プロジェクトの持続性を確保していくため、プロジェクト後半では下に記載する諸活

動に力点を置いていくべきである 

a）プロジェクトは引き続きFarmer-to-Farmerによる普及に注力すべきである。このために

は、できるだけ多くのデモ農家へ研修を行うことが重要である。 

b）種子生産農家への支援についても持続性確保のためには重要である。SGGはいまだ自

力での種子生産・販売が行える状況には至っていない。このため、特に事業計画作成

や市場ニーズの事業への反映といった点について支援が必要。 

c）一部種子生産グループは現地NGOへの技術支援を開始。また、USAIDによるプロジェ

クトは種子生産グループを訪問し、種子生産のノウハウを学んでいる。このように関

連機関による本プロジェクトの成果への関心度合いは高まってきていることが確認

されたため、本プロジェクトの成果の普及については、NGO等関係機関を通じた普及

を図っていくべきである。 

 

３－６－２ カンボジア側MAFFへの提言 

（1）本プロジェクトの成果は将来の二国間協力でも活用すべき 

カンボジア、日本両政府はバッタンバン、プルサット、コンポンチュナン州を対象と

した有償資金協力「トンレサップ西部流域灌漑施設改修事業」をスタートさせつつある。

この灌漑プロジェクトには営農改善のための活動も含まれており、本プロジェクトでの

成果や教訓は当該灌漑プロジェクトへ反映させるべきである。 

 

３－７ 教 訓 

３－７－１ 継続的な調査の重要性 

一般的に技術協力プロジェクトの成果はインフラ開発等に比べて成果が見えにくい傾向に

ある。現在プロジェクトで計画中の継続的な調査により、技術移転を受けた農家が、どの程

度それら技術を継続的に使用するのかが明らかになれば、他国で将来実施される技術協力プ

ロジェクトにとって非常に貴重な材料となりうる。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）は1人当たりGDPがUSドル912（IMF、2011年）

と周辺国に比べ低く、今なお20％の人口が貧困層に属している（世銀、2008年）。カンボジアの人

口の約60％以上が従事するといわれる農業は、GDPの34.4％を担う重要な位置を占めており〔2008

年、カンボジア農林水産省（Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries：MAFF）〕、安定的な経済

発展のためには農業の生産性向上が重要課題となっている。 

こうしたなか、カンボジア政府からの要請に基づき、JICAは技術協力プロジェクト｢バッタンバ

ン農業生産性強化計画（Battambang Agricultural Productivity Enhancement Project：BAPEP）｣を2003

年4月から2006年3月までMAFFをカウンターパート（C/P）機関として実施した。BAPEPは農業生

産において国内で重要な位置を占めるバッタンバン州内のコンピンプイ灌漑地区（対象10村、

2,850ha）をモデル地区とし、優良種子生産を核とした営農体系の確立、州農業局の職員による農

家への生産技術指導を通じて対象地区の農業生産性強化に貢献した。 

この成果を踏まえ、2006年11月から2010年3月にかけては技術協力プロジェクト｢バッタンバン

農村地域振興開発計画（Battambang Rural Area Nurture and Development Project：BRAND）｣が実施

された。BRANDはバッタンバン州内の4郡4コミューン（23村）まで対象地域を拡大し、農業普及

サービスの充実を図ることを目的として、農業生態系分析（Agro-Ecosystem Analysis：AEA）に基

づいた普及計画の策定や普及活動の実施、民間セクター・農家・行政組織間の連携強化を通じた

農産物流通の仕組みづくりに取り組んだ。BRANDはモデル農家の圃場を利用したFarmers’ Field 

Day（FFD）の実施を通じて簡易かつ低コストの稲作技術（種子選別・施肥等）を普及し、農家の

収量増加や播種量減少等の成果を上げたが、普及地域は依然4コミューンにとどまっているうえ、

組織間の連携によって生まれた付加価値の高いコメ（｢BRAND Rice｣）も安定的な生産や販路の確

保には至らなかった。普及能力を十分に有する普及員の数も不足しており、独力での州内全域へ

の普及拡大は困難な状況にある。 

このため、カンボジア政府は州内全域（畑作中心の5郡を除く9郡）に技術普及を定着させ面的

に拡大させること、生産米の流通促進を通じ収入向上に結びつく仕組みを強化することを目的に

｢トンレサップ西部地域農業生産性向上プロジェクト（Agricultural Productivity Promotion Project in 

West Tonle Sap：APPP）｣（以下、本プロジェクト）の実施をわが国に対し要請した。 

現在、本プロジェクトには長期専門家4名（チーフアドバイザー/普及、営農/種子生産、コミュ

ニティ活動/流通改善、業務調整/研修/普及）が現地に派遣され、MAFF及び対象3州の農業局をC/P

機関として活動を展開している。 

今般、プロジェクトが実施期間の中間地点を迎えたため、以下を目的として中間レビュー調査

団が派遣されることとなった。 

 

（1）PDM及びPOに基づき、プロジェクトの進捗や実績を確認するとともに、目標及び成果達成

の貢献・阻害要因を分析する。 

（2）評価5項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト及び持続性）の観点から、プロジェクト

の評価を行う。 

（3）プロジェクトの後半期間に実施されるべき対策について提言を行う。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 団員構成 

調査の実施にあたっては、以下のメンバーからなる合同評価調査団を形成し、日本側・カン

ボジア側双方による合同評価を行った。 

 

（1）日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 小林 健一郎 JICA農村開発部 水田地帯第一課 課長 

評価分析 土井 弘行 株式会社 生活工房do 

協力企画 富松 愛加 JICA農村開発部 水田地帯第一課 

 

（2）カンボジア側 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 Sameng Keomonine 農林水産省 農業普及局 課長補佐 

 Mak Mony 農林水産省 計画・統計局 

 

１－２－２ 調査期間 

2012年10月7日（日）～10月26日（金）（20日間） 

調査日程の詳細については、付属資料1を参照。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要 

（1）プロジェクトの枠組み 

現在のプロジェクトデザインについては、付属資料2（PDM ver. 3.0）を参照。 

協力期間 

2010年10月～2015年3月（54カ月） 

 

プロジェクト対象地域 

バッタンバン州、プルサット州、コンポンチュナン州 

 

協力相手先機関 

中央レベル：農林水産省農業総局 

地方レベル：対象3州農業局 

 

上位目標 

トンレサップ西部3州の対象地域において農家の生産性及び所得が向上する。 

 

プロジェクト目標 

トンレサップ西部3州においてプロジェクト活動に参加した農家の生産性及び所得が向上す

る。 
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プロジェクト成果 

成果1 普及員の普及実施能力が向上する。 

成果2 対象コミューンにより営農改善のための活動が促進される。 

成果3 参加農家の農業生産技術が改善される。 

成果4  優良種子の生産/配布が促進される。 

成果5  州政府/民間セクター/農家の協働を通じ、インディカ米の流通が受益農家のために改善

される。 

 

（2）C/P配置及びプロジェクト実施体制 

2012年9月現在のC/P配置及び活動の進捗状況は表－１のとおり。また、プロジェクトの実

施体制図については、付属資料3を参照。 

 

表－１ C/P配置及び活動の進捗状況（2012年9月時点） 

 

 

 

 

州 

   

 

 

 

郡 

      

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
マ
ネ
ジ
ャ
ー
数

 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
数 

 

普
及
員
数 

 

コ
ミ
ュ
ー
ン 

 

デ
モ
農
家
（
圃
場
）
数 

 

種
子
生
産
グ
ル
ー
プ
数 

 

原
種
生
産
圃
場
数 

 

農
民
組
織
数 

バッタンバン 1 5 9 19 30 67 3 1 1

プルサット 1 2 2 3 4 12 0 0 1

コンポンチュナン 1 2 2 1 3 6 2 0 0

プノンペン（MAFF/ 

GDA） 

- 1 - - - - - - -

計 3 10 13 23 36 85 5 1 2

*「農民組織数」は、資材購入あるいは出荷・販売を共同で行う農民組織数。新規設立及び既存の組織の双方を含む。 
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第２章 中間レビューの方法 
 

本中間レビュー調査は、新JICA 事業評価ガイドライン（第1版、2010年6月）に基づき、評価の

手法としてプロジェクト・サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）の評価手

法を採用した。PCM手法を用いた評価は、プロジェクト運営管理のための要約表である、1）PDM

に基づいた計画達成度の把握（投入実績、活動状況、成果の達成度、プロジェクト目標の達成見

込み）、2）評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点に基づいた収集デ

ータの分析、3）分析結果からの教訓、提言のまとめの3点で構成されている。また、本中間レビ

ュー調査は、日本側調査団及びカンボジア側調査団による合同評価チームを形成して実施され、

残りの協力期間における対応方針についても検討し、両国政府関係当局に提言した。 

 

２－１ 主な調査項目とデータ収集方法（質問票・ヒアリング等） 

２－１－１ 既存資料のレビュー及び評価グリッドの作成 

事前に半期報告書、四半期報告書（英文）、プロジェクトが作成した資料などから情報を得て、

現地における調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザインとして評価グリッドを作成し

た。なお、評価グリッドは付属資料4を参照。 

 

２－１－２ 質問票の作成及びヒアリングの実施 

現地調査の開始に先立ち、評価グリッドを基に、C/Pに対する質問票を作成した。質問票はC/P

向けのほかに、PM、普及員、デモ農家、種子生産グループ向けにも作成し、現地でヒアリング

を行った。質問票に対する回答は付属資料5を参照。また日本人専門家に対しては、プロジェク

トが事前に作成した資料（投入・活動実績等）を基に、メールを通じてプロジェクト活動内容

等の確認や質疑応答を行った。 

 

２－１－３ 現地視察の実施 

合同評価に先立ち、評価分析団員は、プロジェクト対象地域であるコンポンチュナン州、プ

ルサット州、バッタンバン州を訪問し、プロジェクトで支援したデモ農家の圃場、種子生産グ

ループの圃場、及びプロジェクトからの資機材の提供によって建設された種子生産グループ向

けの倉庫・乾燥場等の状況を視察し、供与資機材の管理状況、活用状況等を確認した。また、

合同評価チームは、プロジェクトが支援しているプルサット州、バッタンバン州のデモ農家、

種子生産グループを訪問し、ヒアリングを行うとともに、圃場の視察を行い、プロジェクトの

実施による被益の状況を確認した。 

 

２－１－４ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 

プロジェクト活動の実情に照らし、残りの協力期間における成果の発現状況をより明確に判

断できるように、PDMの改善・明確化を図った。改訂したPDM（Ver.3）は合同評価チーム内で

検討・作成した後、カンボジア関係機関と協議した。改定PDM（Ver.3）の主な変更項目は第3

章に示したとおりである。 
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２－１－５ プロジェクト合同調整委員会（JCC）への報告 

上記の調査結果を日本側・カンボジア側双方の合同評価チーム内で評価5項目に沿って検討し、

合同評価報告書を取りまとめた。合同評価報告書は、双方のチームリーダーによって2012年10

月25日（木）に署名され、同日に開催されたJCCで結果が報告された。報告に基づき、協議が行

われ、最終的に日本側及びカンボジア側関係機関との間でミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）

（付属資料5）の署名・交換が行われた。 

 

２－２ 評価5項目 

評価5項目による分析・評価は以下の視点に基づいて行われた。 

 

表－２ 5項目評価の主な視点 

項 目 視 点 

妥当性 

（Relevance） 

プロジェクト目標や上位目標が、評価を実施する時点において妥当か（受益

者のニーズに合致しているか、相手国の問題や課題の解決策として適切か、

相手国と日本国側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプロ

ーチは妥当か、等）を問う視点。 

有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクト目標は達成されるか、アウトプットのプロジェクト目標への貢

献度、目標達成の阻害・貢献要因、外部条件は何か、等を問う視点。 

効率性 

（Efficiency） 

プロジェクトのアウトプット産出状況の適否、アウトプットと活動の因果関

係、活動のタイミング、コスト等とそれらの効果について問う視点。 

インパクト 

（Impact） 

上位目標達成の見込み、上位目標とプロジェクト目標の因果関係、正負の波

及効果等を問う視点。 

持続性 

（Sustainability） 

政策・制度面、組織・財政面、技術面、社会・文化・環境面、総合的持続性

等において、協力終了後もプロジェクトで発現した効果が持続しているか

（あるいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 
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第３章 PDMの改訂 
 

中間レビューの実施にあたり、プロジェクト活動の実情に照らしたPDM の修正が必要であるこ

とが明らかとなったため、合同評価調査団は中間レビュー用PDM（Ver. 3.0）案を作成した。同案

は合同評価報告書（英文）（付属資料6）に収録され、下記のとおり調査終了時に開催されたJCCに

おいて最終的に承認された。PDMの主な改訂項目は表－３のとおりである。 

 

表－３ PDMの改訂内容 

項目 改訂前（Ver.2.0） 改訂後（Ver.3.0） 改訂理由 

成果5、 

指標（上位目

標、プロジェク

ト目標、成果

5）、 

外部条件（プロ

ジェクト目標

及び成果） 

農産物 インディカ米 プロジェクト評価の適切な

実施が困難になることか

ら、プロジェクト支援対象

を明確化する必要があった

ため。 

成果5： 

指標5－2 

対象3州において18以

上の農家グループが農

業資材の共同購入、あ

るいは農産物の共同出

荷、または共同販売を

行う。 

対象3州において18以上

の農家グループが以下の

様な共同作業を行う：農

業資材の共同購入、プロ

ジェクトにより導入され

たインディカ米の生産技

術の統一、価格情報の共

有、共同出荷もしくは共

同販売を行う。 

共同集荷により農家グルー

プがまとまった量を集めた

としても販売価格向上には

大きな変化が出ていないこ

とが確認された。精米業者

に対してより高い価格で販

売するために農家グループ

がなすべきこととして、一

定以上の品質のものを安定

して供給することがより大

きな意味を持つ。このため、

グループ内部で生産技術を

統一し、品質にばらつきが

少ないインディカ米を毎作

期精米業者に提供できるよ

うになることがより重要で

ある。また、グループ内の

価格情報の共有は、農家が

不当に安価でインディカ米

を買いたたかれることを避

けられる等のことから、流

通改善を図るうえで有効と

確認された。これらのこと

から、指標を改訂した。 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ 投入実績 

４－１－１ 日本側の投入 

・専門家派遣 

長期専門家4名（チーフアドバイザー/普及、営農/種子生産、コミュニティ活動/流通改善、

業務調整/研修/普及）が現地に派遣され、MAFF及び対象3州の農業局をC/P機関として活動

を展開している。また、短期専門家1名（農民組織強化支援）が2012年2月に派遣された。 

・機材供与 

普及員向けモーターバイク、プロジェクト車両、農機具等の機材が供与されている。 

・ローカルコスト 

2012年6月30日時点で、USドル63万7,822相当となっている。また、このほかに種子生産グ

ループ（Seed Growers’ Group：SGG）に対して、倉庫、乾燥場の建設資材等の購入費として、

USドル6万3,672相当が提供されている。 

 

４－１－２ カンボジア側の投入 

・C/P要員 

C/Pとして10名が配置されている。その内訳は、バッタンバン州農業局（Provincial Department 

of Agriculture：PDA）に5名、プルサット州PDAに2名、コンポンチュナン州PDAに2名、MAFF

本省のGDAに1名である。 

・土地、施設等の提供 

プロジェクト事務所等が提供されている。 

・ローカルコスト 

プロジェクト事務所の光熱費、モーターバイクの登録料等が負担されている。 

 

４－２ 成果の達成度 

中間レビュー時点において、成果に掲げられている指標値（PDM Ver.2, 2012年1月26日）の達成

状況は下記のとおりである。 

成果1：普及員の普及実施能力が向上する。 

指標： 

1-1. C/Pの支援の下、22名の普及員がデモ農家と参加農家に対して880回以上の研修を実施で

きる。 

1-2. 種子生産グループの担当普及員が圃場審査や種子検査技術を身につける。 

1-3. 普及員による普及サービスに対するデモ農家の満足度が平均80％以上となる。 

達成状況： 

1-1. 普及員22名による研修実施回数（セッション数）は、2011年に209回、2012年は9月末時点で

242回行われ、合計451回に達している。これは指標値である880回の51％に相当している。 

1-2. 2011年より、種子生産グループに対する普及を担当する3名の普及員（Extension Staff）が種子

生産圃場審査や種子検査に係る技能を習得し、種子生産グループの種子圃場検査及び種子の

品質検査を継続して実施している。 
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1-3. 2012年にプロジェクトが行った調査によれば、普及員がデモ農家向けに行った技術普及に対

し、デモ農家の満足度は87％であった。 

 

成果2：対象コミューンによる営農改善のための活動が促進される。 

指標： 

2-1. 80％以上の研修実施計画が実行される。 

2-2. 対象コミューンの半数以上において、コミューン投資計画に農業関連活動が含まれる。 

達成状況： 

2-1. プロジェクトは、コミューン投資計画に組込まれた形での研修実施計画の作成を支援した。

2011年、2012年ともに100％実行された。 

2-2. プロジェクトは、対象郡及びコミューンに対して、農民圃場学校（Farmers’ Field School：FFS）

の研修内容とコミューン投資計画に関する説明会を実施した。2011年はバッタンバン州内30

のコミューンに農業関連活動が組込みまれた。この数値は、バッタンバン州のコミューンの

83％に相当する。 

 

成果3：参加農家の農業生産技術が改善される。 

指標： 

3-1. 研修参加農家のうち半数以上が研修活動において示される農業生産技術のうち少なくと

も1種類を利用できる。 

達成状況： 

3-1. プロジェクトが実施した調査によれば、2011年は研修に参加した農家の97％が、研修活動に

おいて示された農業生産技術のうち、少なくとも1種類を利用できている。農業生産技術別に

採用された技術の割合をみると次のとおりである。圃場準備11％、圃場均平化11％、苗床作

り6％、種子選別74％、種子消毒69％、3週間苗の移植6％、条植え（2～3本植え）17％、施肥

技術51％。 

 

成果4：優良種子の生産・配布が促進される。 

指標： 

4-1. 保証種子が2014年までに年間100t以上生産されるようになる。 

4-2. 優良原種が2014年までに年間1t以上生産されるようになる。 

4-3. 優良種子を利用する農家が1,000名以上となる。 

達成状況： 

4-1. 保証種子として2011年は雨期作で93.9t生産された。2012年は乾期作で15.2t生産された。雨期

作の収穫は今後開始される。 

4-2. 優良原種として2011年は3.25t生産された。 

4-3. 優良種子を利用する農家戸数は、2011年は41戸、2012年は9月現在で742戸、累計では783戸に

なっている。 
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成果5：州政府、民間セクター、農家等の協働により、受益農家の農産物の流通が改善される。

指標： 

5-1. 優良種子を利用して生産された農産物の市場流通量の合計が2014年までに年間2,000t以上

になる。 

5-2. 対象3州において18以上の農家グループが農業資材の共同購入、あるいは農産物の共同出

荷、または共同販売を行う。 

達成状況： 

5-1. プロジェクトの試算によれば、優良種子を利用して生産されたインディカ米は、2011年が28.7t

（33のデモ農家のデモ圃場における推定値）。2012年は3,830tにのぼると見込まれている。 

5-2. 対象3州のうち、プロジェクトは、2011年においてはバッタンバン州の3つの種子生産グルー

プのグループ化及び共同販売活動を支援した。2012年は、バッタンバン州とプルサット州に

おいては、それぞれ1つのパイロットグループ（Pilot Group：PG）の共同活動の支援を開始し、

コンポンチュナン州においては、1つの種子生産グループのグループ化支援を開始した。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成度 

中間レビュー時点において、プロジェクト目標に掲げられている指標値（PDM Ver.2, 2012年1月

26日）の達成状況は下記のとおりである。 

 

プロジェクト目標：トンレサップ西部3州においてプロジェクト活動に参加した農家の生産性

及び所得が向上する。 

指標： 

1. デモ農家の農産物の単収が2.75t/ha（2010年時点）から4.00t/haにまで増加する。 

2. 研修に参加した農家の農産物の単収が2.75t/ha（2010年時点）から3.50t/haにまで増加する。

3. デモ農家の農産物の総生産量（販売価格換算）が増加する。 

4. 研修に参加した農家の農産物の総生産量（販売価格換算）が増加する。 

達成状況： 

1. デモ農家のインディカ米の単収は、2011年は4.55t/haにまで増加した。 

2. 研修に参加した農家のインディカ米の単収は、2011年は2.72t/haであった。 

3. デモ農家の2011年のインディカ米の総生産量（販売価格換算）はUSドル1,237/ha〔USドル1,741/

世帯〕であり、一般農家〔USドル696/ha、USドル980/世帯〕と比較した場合、増加が確認され

ている。 

4. 研修に参加した農家の2011年のインディカ米の総生産量（販売価格換算）はUSドル789/ha〔US

ドル1,111/世帯〕であり、一般農家〔USドル696/ha、USドル980/世帯〕と比較した場合、増加が

確認されている。 

 

４－４ プロジェクトの実施プロセスにおける特記事項 

４－４－１ プロジェクト業務の実施プロセス 

MAFF本省GDA（General Directorate of Agriculture：農業総局）及びバッタンバン州、プルサッ

ト州、コンポンチュナン州のPDAにプロジェクトの拠点が設置され、GDAが3州を統括する構造

になっている。日常業務はバッタンバン州のPDAに設置されたプロジェクト事務所が牽引役を
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担っているのが現状であるが、プロジェクトの専門家は英文四半期報告書を本省及びPDAに提

出し、関係者間での情報共有の徹底を図っている。 

 

４－４－２ プロジェクト業務における関係者間の意思疎通 

（1）朝礼会合 

バッタンバン州のPDAに設置されたプロジェクト事務所では、朝礼会合を行っている。

会合では、活動日程やロジの確認にとどまらず、問題点の発見や解決策の検討等が行われ

ている。 

 

（2）月例会合 

プロジェクト事務所では、月に1度モニタリング会合を開催し、C/P10名と普及員23名が

一同に会する。会合は、意思疎通の向上を図るだけでなく、PDAのC/P間や普及員間の良い

意味での競争心を向上させる効果もみられている。 

 

（3）プロジェクトマネージャー会合 

プロジェクトは、2012年6月から2カ月に1度、プロジェクト対象3州のPDA局長との会合

を開催することとした。会合は、主にクメール語で行い、専門家の介入を最小限にとどめ、

カンボジア側の主体性を醸成しようとしている。この取り組みの結果、プロジェクトマネ

ージャーがこれまでより積極的にプロジェクト活動に関与しつつある。 

 

４－４－３ 他のプロジェクトとの連携 

（1）TSC3プロジェクトとの連携 

2012年7月から4カ月間、流域灌漑管理及び開発能力改善プロジェクト（The Improvement of 

Agricultural River Basin Management and Development Project：TSC3）と連携し、プルサット

PDA所管のトゥール・ラポウ農業センター（Toul Lapov Agricultural Station：TLAS）におい

て、23名の研修員（うち14名がTSC3側のC/Ps）を対象に技術研修が実施されている。2010

年4月に農林水産省と水資源気象省は、「農業水資源戦略（Strategy for Agriculture and Water：

SAW）」を策定しており、2つのプロジェクト間で行われている研修は、戦略を具体化した

ものであり先駆的な取り組みといえる。 

 

（2）バッタンバン州の洪水被災農家に対する緊急支援 

2011年の洪水によって被災した農家に対し、プロジェクト側はJICA本部からの追加予算

を受け緊急支援を実施した。被災した4郡（Thma Koul, Aek Phnom, Moung Russei, Sangkae）

に対しては、30tの保証種子と200kgの野菜種を配布し次期作からの復興を支援した。 
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第５章 評価結果（5項目ごとのレビュー結果） 
 

５－１ 評価5項目の評価結果 

５－１－１ 妥当性 

妥当性は高いと判断される。 

本プロジェクトはカンボジア政府の各種政策・開発計画に沿っている。また、日本政府の国

別援助方針の重点分野である「農業・農村開発」において、貧困農民の生計向上の観点から営

農の改善を行う支援として位置づけられることを確認した。 

 

（1）カンボジア国家政策との整合性 

カンボジア農林水産省と水資源気象省は、2010年4月に「農業水資源戦略（SAW）」を策

定し、貧困削減を視野に入れた農村振興、農業普及を重点分野として位置づけている。ま

た、カンボジアの「四辺形戦略フェーズ2（Rectangular Strategy：RS）（2009～2013年）」、「国

家開発計画（National Strategic Development Plan：NSDP）（2006～2013年）1」との整合性も保

たれている。 

 

（2）日本政府の政策との整合性 

わが国の対カンボジア「国別援助計画」では、「持続的経済成長と安定した社会の実現」

という重点分野の援助方針として、「農業・農村開発と農業生産性向上」を掲げている。本

プロジェクトは、農業技術（インディカ米栽培）の改善と普及を通じて、主に貧困農家の

増収に寄与することをめざしていることから、わが国の政策と一致していると判断される。 

 

５－１－２ 有効性 

FFSが継続して実施されており、プロジェクトの成果発現に大きく寄与するものと判断した。 

 

（1）プロジェクト目標達成の見込み 

本プロジェクトは、農業技術（インディカ米栽培）の改善と普及を通じて、主に貧困農

家の増収に寄与することをめざしている。プロジェクトでは、従前のBRANDプロジェクト

から引き継がれた技術手法（尿素を利用した種子選別、温湯消毒、圃場準備、苗床作り、3

週間苗による条植え、施肥技術等）に改良が施され、FFSの運営を通じて普及が行われてい

る。 

また、本プロジェクトは、行政に多くを依存することなく農業技術が普及されることを

めざし、農業技術普及手法の1つとして、FFSによる農家間普及（Farmer-to-Farmer Extension：

FTF）の強化を進めている。具体的には、デモ農家への重点指導と普及教材（ビニル製大型

技術解説ポスター、リーフレット、種子の温湯消毒時に使われる輪切りのドラム缶、現地

調達可能な金属製の温度計等）の配布を行っている。また、プロジェクトは、2シーズン（2

年間）にわたるFFS終了後、デモ農家自らが周辺農家からの技術移転の要望に応えられるよ

うに、デモ農家が行う普及技術の展示について、フォローアップ指導を計画している。優

                                                        
1 NSDPは当初、2006年～2010年までであったが、2008年に新政権が発足したことに伴い、2013年まで延長されることとなった。 
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良（保証）種子の生産・普及は、インディカ米の品質改善ひいては販売価格の向上につな

がる原動力となる。これらの活動によって、順調に成果が生み出されつつある。 

しかしながら、プロジェクト対象地域は、2011年には甚大な洪水被害をうけ、2012年の

播種期には旱魃にみまわれるなど、自然災害に対しては脆弱な地域である。したがって、

プロジェクト目標の達成を判断するために設けられた指標値を上回るかは、現時点では予

断を許さない状況にある。 

 

（2）プロジェクト目標に対する各プロジェクト成果との関係 

活動が順調に行われており、5つのプロジェクト成果は出てきているといえる。本プロジ

ェクトは、5つの成果の達成によって、プロジェクト目標達成に貢献することと判断される。 

成果1では、C/P及び普及員の能力強化が図られている。成果2では、プロジェクト対象地

域の特性の把握や関係者分析等の基礎調査が実施されている。成果3では、FFSにおいてデ

モ農家を拠点とし、参加農家に対しても一作付け期間を通じた実習等が行われており、プ

ロジェクトで紹介した農業技術が広がりつつある。成果4では、優良種子の生産と供給が行

われているが、これは現在のカンボジアのインディカ米振興において骨格となるものであ

り、インディカ米の増収、品質向上に不可欠な要素である。成果5では、生産から市場への

つながり、すなわちインディカ米の流通が改善されることをめざしている。以上の成果が

達成されることで、プロジェクト目標が達成される道筋になっている。 

 

５－１－３ 効率性 

現時点での効率性は高いと判断される。 

計画に従って日本側、カンボジア側ともに投入は順調になされており、プロジェクト目標を

達成するための活動が行われていると判断した。 

 

（1）成果の達成状況 

成果の達成状況は、PDMに示されている指標値との比較によって判断した。これまでの

活動は、順調に進められていると判断でき、プロジェクト終了時までには、おおむね指標

値が満たされると考えられる。 

 

（2）投入の状況 

カンボジア政府及びJICAの投入は、専門家派遣、C/P要員の配置、プロジェクト事務所の

供与等、予定どおり実施されている。また、プロジェクト活動を実施するために投入され

た経費と機材は十分であったと判断される。 

 

５－１－４ インパクト 

現時点での評価は時期尚早であるが、農業大臣が現場を視察し高く評価する、またはNGO等

が頻繁に視察に訪れるなど正のインパクトが発現しつつあることを確認することができた。 
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（1）上位目標達成の見込み 

上位目標の達成は、プロジェクト終了後にカンボジア政府が農業技術普及活動を継続す

ることにかかっている。過去のプロジェクトの状況から判断すると、カンボジアの財政面

の制約もあることから、容易ではないことが考えられる。上位目標達成の鍵となるものは、

プロジェクト終了後のFFSによるFTFの拡大、及びSGGによる継続的な優良種子生産である

と考えられる。FFSによる農家間普及は、移植栽培の占める比率が高いプルサット州とコン

ポンチュナン州においては、バッタンバン州に比べて、プロジェクトが普及する技術を取

り入れる可能性が高い。デモ農家では、2作期目を迎えた現時点で、健苗の移植（3週間苗

の2～3本植え）が、稲の初期生育を促進することを理解し、それを実践するまでに至って

いる。また、FFSに参加していない近隣農家が、健苗の移植技術を取り入れている事例も報

告されている。したがって、慣行農法と比較して播種量や肥料の投入が少なくてすむ技術

については、普及する可能性があると判断される。 

 

（2）波及効果 

2012年7月に農業大臣は、コンポンチュナン州のプロジェクトサイトを訪問し、プロジェ

クトに強い関心を示していたとのことである。加えて、大学生によるプロジェクトサイト

の視察も行われており、これらの出来事は、プロジェクト活動推進のための追い風となっ

ている。 

種子生産活動においては、本プロジェクトの対象地域には該当していないシェムリアッ

プ州のNGO（GRET、CIRD）から、技術指導を受けたいとの要望を受け、SGGを通じた技

術指導の準備が進められている。また、HARVEST（USAIDプログラム）がMoung Russeiの

SGGを訪問し、種子生産技術に関する指導を受けるまでに至っている。 

更には、TSC3プロジェクトとの連携研修を通じて、コンポンスプー、タケオ、カンダー

ル州（本プロジェクトの支援対象地域外）のPDA職員へ技術研修が実施されている。こう

した流れのなかで、本プロジェクトのインパクトは、各地へ拡大することが期待される。 

 

５－１－５ 持続性 

現時点での評価は時期尚早であるが、2011年8月に借款契約（Loan Agreement：L/A）が調印さ

れた有償資金協力「トンレサップ西部流域灌漑施設改修事業」において、本プロジェクトで能

力が向上したC/Pや普及員が活用されることが期待される等、本プロジェクトの成果が上位目標

達成に貢献していくためのいくつかの手がかりとなりうる点を、今回の調査において確認する

ことができた。 

 

（1）政策面 

カンボジアの稲作振興における政策の持続性は高いと考えられる。また、農業大臣が本

プロジェクトに対して、関心を示していることは好材料である。 

 

（2）組織・財務面 

カンボジア政府の財政難や政府機関の脆弱な組織体制をかんがみると、ドナーの支援終

了後の持続性は高くはないことが想定される。成果2においては、コミューン・レベルでの
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営農改善のための活動を促進するため、研修実施計画の作成を支援し、財源の確保を試み

ようとしているが、コミューン・レベルでも予算が不足している。仮に、コミューンがFFS

をコミューン投資計画に組み入れたとしても、財源が確保されなければ、計画を実行する

ことができないと考えられる。従前のBRANDプロジェクト終了から現在まで3年間経過し

ているが、コミューンが独自に本プロジェクト以外のドナーや政府の予算を活用してFFSを

実施した例は確認されていない。そのため、先般、L/Aが調印された有償資金協力「トンレ

サップ西部流域灌漑施設改修事業」の活用や他のドナーからの支援を得る等、カンボジア

政府の自助努力による財源の確保が必要不可欠である。次善策としては、インパクト（波

及効果）で述べたように、FTFの可能性をプロジェクト期間中に最大限に養成する必要があ

ると考えられる。 

 

（3）技術面 

プロジェクトで普及している農業技術の内容は、従前のBRANDプロジェクトにより一定

の効果が確認された技術・手法に、農家定着度の向上を期待して改良が加えられたもので

ある。普及技術の定着度については、移植栽培が主流のプルサット州やコンポンチュナン

州では、プロジェクトが普及している条植えを採用している農家がみられる。他方、直播

が主流のバッタンバン州では、移植栽培技術の導入にとまどう農家がみられる。 

改良技術例に関して、本プロジェクトでは、種子処理（水選や温湯消毒）を農家が集団

で効率的に行えるように、現地で入手可能な資材を使用することとした。具体的に、本プ

ロジェクトでは、耐久性に優れ、比較的安価で購入できる金属製の温度計（現地調達可）、

輪切りのドラム缶、ネット・バッグなどの活用を考案し、1ha規模の作付けに対応できるよ

うに改良している。 

一方、移植栽培技術である条植えについては、多くの団体が提唱しているものの、労力

がかかる等の理由で、根づきにくいのが現状である。なお、プロジェクトでは、簡便な手

法として、ロープを用いて数条ごとに正しくマーカーで条植えし、続いてそのマーカーを

頼りに条植えする方法を紹介しているが、普及員やデモ農家のなかには独自に改良した条

植えの方法を試行している事例も報告されている。 

 

５－２ 結論 

本プロジェクトは、開始後約2年が経過し、合同評価チームは、「新JICA 事業評価ガイドライン

（第1版、2010年6月）」に基づき中間レビューを行った。主な評価項目は、妥当性、有効性（プロ

ジェクト目標達成のため、期待される効果が発現しつつあるか）、及び効率性である。効率性は、

中間レビュー時点の投入状況と実績を基に判断した。 

その結果、合同評価チームは、プロジェクト活動が順調に行われており、成果が順調に生み出

されているとの結論に達した。妥当性については、プロジェクトは、カンボジア政府の各種政策

に沿っていること、日本政府の国別援助方針の重点分野と整合がとられていることから、高いと

判断される。有効性については、FFSが継続して実施されており、プロジェクトの成果発現に大き

く寄与するものと判断できることから、高いことが期待される。効率性については、日本・カン

ボジア国側双方の投入が計画に沿って実施されていることから、高いと判断される。 

インパクト及び持続性については、現時点での評価は時期尚早であるが、農業大臣が現場を視
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察し高く評価していること、農業大学の学生やNGOがプロジェクトの視察に訪れているなど正の

インパクトが発現しつつある。また、L/Aが調印された有償資金協力「トンレサップ西部流域灌漑

施設改修事業」にて本プロジェクトの成果教訓が活用され、能力向上したC/Pや普及員が同円借款

プロジェクトで活用されることも期待される等、本プロジェクトの成果が上位目標達成に貢献し

ていくためのいくつかの手がかりとなりうる点を確認することができた。 
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第６章 提言と教訓 
 

６－１ 提言 

６－１－１ プロジェクトへの提言 

（1）インディカ米の品質向上が流通改善（成果5）にも資する 

2012年7月より実施しているインディカ米流通調査を通じて、共同集荷により農家グルー

プがまとまった量を集めたとしても販売価格向上には大きな変化が出ていないことが判明

した。これは、農家グループがまとまった量を提供することと、仲介業者が個々の農家か

ら集荷したものをまとめて提供することの間に、精米業者にとって大きな差異がないこと

によるものと考えられる。この調査結果は精米業者にとっては一定以上の品質のインディ

カ米を安定的に出荷できる農家グループのほうがより魅力的であることを示しているとい

える。このため、プロジェクトは農家グループに属する各メンバーが一定以上の品質のイ

ンディカ米を生産できるよう、より注意を払っていく必要がある。その結果、品質の良い

インディカ米を生産する農家グループに対する精米業者の関心は高まっていくことが予想

される。さらにプロジェクトはこれら農家グループに精米業者を引き合わせ、良好な関係

を構築していくよう支援を行っていくことが望まれる。 

なお、従前より取り組んできた成果5の流通改善にかかる共同集出荷等への支援の重要性

は引き続き変わらないことを付け加える。 

 

（2）プロジェクトの持続性を確保していくため、プロジェクト後半では以下に記載する諸活

動に力点を置いていくべきである 

1）プロジェクトは引き続きFarmer-to-Farmerによる普及に注力すべきである。このためには、

できるだけ多くのデモ農家へプロジェクト期間中に研修を行うことが重要である。 

2）種子生産農家への支援についても持続性確保のためには重要な取り組みである。種子生

産農家グループは活動を開始してから日も浅く、いまだ自力での種子生産・販売が行え

る状況には至っていない。このため、特に事業計画作成や市場ニーズの事業への反映と

いった点について支援が必要である。 

3）一部種子生産農家グループは現地NGO（GRET、CIRD）への技術支援を始めている。ま

た、USAIDによるHARVESTプロジェクトはMoung Rsseiの種子グループを訪問し、種子

生産のノウハウを学んでいる。このように関連機関による本プロジェクトの成果への関

心度合いは高まってきていることが確認された。このため、本プロジェクトの成果の普

及については、カンボジア政府を通じて行うだけでなく、NGO等関係機関を通じた普及

を図っていくべきである。したがって、プロジェクトは引き続き関連機関を通じ、導入

すべき技術の普及に努めることが期待される。 

 

６－１－２ カンボジア側MAFFへの提言 

（1）本プロジェクトの成果は将来の二国間協力でも活用すべき 

カンボジア、日本両政府はバッタンバン、プルサット、コンポンチュナム州を対象とし

た有償資金協力「トンレサップ西部流域灌漑施設改修事業」をスタートさせつつある。こ

の灌漑プロジェクトには営農改善のための活動も含まれており、本プロジェクトでの成果
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や教訓は当該灌漑プロジェクトへ反映させるべきである。加えて、本プロジェクトで技術

移転を受けたC/Pや普及員を当該灌漑プロジェクトの受益地に配置し、その技術経験を活用

すべきである。 

 

６－２ 教訓 

 （1）継続的な調査の重要性 

一般的に技術協力プロジェクトの成果はインフラ開発等に比べて成果がみえにくい傾向に

ある。現在プロジェクトで計画中の継続的な調査により、技術移転を受けた農家がどの程度

それら技術を継続的に使用するのかが明らかになれば、他国で将来実施される技術協力プロ

ジェクトにとって非常に貴重な材料となりうる。 
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